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� はじめに

1990年代の日本経済の長期不況は� 大規模な
財政投入と �ITブ�ム�� 一時的な輸出の伸長に
よって� 途中若干の弱い回復が見られたものの�
とりわけ 1997年の �橋本不況� 以来 2000年代

に入ってもなおその停滞基調を脱していない� も
とより�資本主義における産業循環は� �独立した
投資関数� を持つ資本家の投資決定態度がそれを
主導するが� 消費の拡大を伴わない生産力増大
は�いずれ�過剰生産の局面を迎えることになり�
経済成長は頓挫する� また� 投資� 消費� 政府支
出� 輸出を需要項目として合算する国民経済計算
ベ�スでは� そのいずれの項目の伸び悩みでも経
済成長の停滞を意味する� そういったことから
も� 総需要の約 6割を占める消費の伸び悩みが�
現在の停滞の原因であることは� 少なくともこの
2� 3年については�おおよそ衆目の一致するとこ
ろであろう�
そのようななかにあって� 数少ない成長業種と
して� �老人福祉事業� �病院� �児童福祉事業� と
いった生活関連の �公共サ�ビス� を� �情報サ�
ビス業� �警備業� などの �対事業所サ�ビス� と
ともに取り上げることができる �貝塚� 2001�
109ペ�ジ�� このことについて� たとえば� 飯盛
信男氏は�一方の �公共サ�ビスのうち医療保健�
社会福祉� さらに産業廃棄物処理は 1990年代末

に至るまで順調な成長を続けている� �飯盛�
2001a� 94ペ�ジ� というこれまでの実績と� 他

方の �アメリカでは最大の成長分野は医療健康福
祉部門であり� GDPと就業人口に占めるその

ウェイトはわが国の二倍である� �同上� 25ペ�
ジ�という日米比較に鑑み�アメリカ並みの医療�
福祉サ�ビスの拡大を目指すことを通じて� �今
後の雇用吸収の受け皿として期待できるのは医

療� 老人福祉� 環境保全という公共性が強い分野
となっている� �同上� 94ペ�ジ� として� �我が
国経済の再生のためには公共サ�ビス部門の拡充
が不可欠であることを強調� �同上� �ペ�ジ� し
ている� さらに� 先進諸国の �公共サ�ビス�対
個人サ�ビス�公共行政� のウェイトを比較し
て� �アメリカと北欧諸国� デンマ�ク� オランダ
の高さが顕著であり� わが国はイタリアと同じレ
ベルである� ことを確認しつつ� �私は� 公共サ�
ビスのウェイトは社会進歩の重要な指標であると

考える� としている �飯盛� 2001b� 16	17ペ�
ジ��
現代資本主義における �サ�ビス経済化� は�
労働者の消費過程を資本が包摂し� 家庭内の労働
が社会化することによって �サ�ビス労働� に
よって担われてくること� 企業内諸業務が外部化
することにより �対事業所サ�ビス� が発達して
くること1�� これらと並んで� 戦後の社会保障制

1� これは� 同時に� 最近では大手電機メ�カ�の �サ�
ビス化� 戦略に見られるように� コンピュ�タ�などを
単体のハ�ドとして生産�販売するのではなく� ネット
ワ�クを構築�販売し� �保守サ�ビス� �これは理論的
には機械の消費過程に延長された使用価値維持労働であ
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度の確立を大きな画期としつつ� �福祉国家�的政
策の一定の前進に伴って医療�福祉などの �公共
サ�ビス� が拡充してくることといった� おおよ
そ 3つの面において進行していると把握して良

い� なかでも近年においては� �対事業所サ�ビ
ス� と �公共サ�ビス� が �サ�ビス化� の大き
なウェイトを占めていることはその通りである�
また� あるべき経済構造の型として� とりわけ

1980年代の輸出主導型経済から� 内需主導型経
済への転換が求められており� その際の内需を�
近年� その浪費性が指摘されている大型公共事業
に象徴されるような大規模投資ではなく� 社会保
障支出の対国民所得比率が欧米にくらべて極めて

低い現状を転換することを通じて2�� 福祉や医療
といった �公共サ�ビス� の拡充に求めていくこ
とは� 望ましい姿であると言える�
しかしながら� �公共サ�ビス�の拡大に雇用吸
収や経済再生を期待するという場合� 量としての
雇用拡大それ自体でさえ� 飯盛氏も指摘するよう
に� 低賃金を背景にした雇用増大にすぎないとい
う問題があるだけでなく �飯盛� 2001 a� 第 5

章�� そういった公共的性格の強いサ�ビスをい
かなる �経営主体�が運営していくのかといった�
質的な問題も問われなければならない� たしか
に� 1990年代� 老人福祉事業や児童福祉事業な
どの福祉部門が拡大してきたが� その場合� たと
えば事業所ベ�スで見ると� 民間営利企業の福祉
部門への参入が顕著である�
本稿では�こうした民間営利企業による �公共�
サ�ビスの拡大が� もちろん一面では雇用吸収や
福祉部門の一定の �拡充� といったプラスの面を
持っていることは踏まえつつも� むしろそれの持
つ問題に焦点をあてて考察していきたい�
そこで� �では� �公共サ�ビス� のなかからと

くに老人福祉事業を取り上げて� 民間営利企業を
中心とするその拡大の実態と背景とを概観してい

く� �では� 介護保険制度の下で進んでいる民間
営利企業の参入について� それが� 老人福祉に及
ぼしている諸影響も念頭に置きつつ� その理論的
本質にまで掘り下げて検討する� そして�では�
こうした動きを老人福祉制度の歴史的変遷に位置

づけたうえで� 老人福祉やそれを包含する社会保
障の理念と照らし合わせた場合にどのような評価

を与えることができるかということを� 明らかに
しておくことにする�
以上を通じて� 経済再生や雇用吸収の主導的役
割が期待されるところの �公共サ�ビスの拡大�
の実態について� それの持つ問題の一端でも明ら
かにすることができればと� 考えている�

� 1990年代不況と福祉の �サ�ビス産業化�

�1� 近年における �公共サ�ビス� の増大
�老人福祉事業を例として�

はじめに� �公共サ�ビス� の増大のうち� 老人
福祉事業の実態を概観しておきたい� 	平成 11年

サ�ビス業基本調査
 �表 1� によれば� 1999年

�平成 11年� で� 老人福祉事業の事業所総数は
8,100であり� そのうち� 会社以外の法人 6,952

�総数に占める割合は 85.8��� 会社 664 �同
8.2��� うち株式会社 457 �同 5.6�� と� 圧倒的

る� も請け負うといった形で� �対事業所サ�ビス� が展
開されるようになってきたという� 供給側の事情もある�

2� 日本の社会保障給付費は� 1997年で 69�4兆円� 対国
民所得比 17�8�にすぎず� スウェ�デン �1993年� 同
53�4��� フランス �37�7��� ドイツ �33�3��� イギリ
ス �27�2��� アメリカ �1992年� 18�7�� と� 先進諸
国に及ばない� これは� 国民の経済水準に比べた社会保
障水準の低さを示していると言える� また� 費用負担の
面においても� 社会保障財源における �社会的扶養� を
意味する �事業主負担� �国庫負担� の割合は �この意味
については� 工藤� 1995cを参照� 1997年で 50�7�に
すぎず� 市場原理が貫徹し� より一層 �自己責任� が貫
かれていると言われるアメリカの 54�8� �1992年� よ
りも� 低い水準となっている� また� 租税負担と社会保
障負担の対国民所得比であるいわゆる �国民負担率� は�
社会保障給付の抑制の口実として� 近年� 政府によって
盛んに持ち出されているものにすぎず� 労働者だけでな
く事業主 �資本家� も含めた �国民� の負担であり� し
かも社会保障以外への支出も予定された �負担� でもあ
るが� そういう �口実� としての �国民負担率� でさえ
も� 日本のそれは 36�4� �1996年� と� 欧州各国が軒
並み 40�台から 70�台であることに比べれば極めて低
いものである� 以上� 	厚生白書
 2000年 �平成 12年�
版� 351�352ペ�ジ参照�
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に会社以外の法人の占める割合が高い� ただし�
これを� 開設時期別に見ると� 途中の増減はある
ものの� 趨勢としては� 会社以外の法人の占める
割合が低下傾向にあるのに対して� 会社の割合が
増大している� 特に� 1995年以降の開設にい

たっては� 会社が 17.7�と� 総開設数の 2割に迫

る勢いであるとともに� 会社以外の法人が� 実数
において前の 5年間に 1,735であったのに比べ�
ここでは 1,551と� その開設数を減じていること
は注目に値する3��これは� 特に 1990年代後半以

降� �公共サ�ビス�の重要な部分を占める老人福
祉事業の新規の担い手として� これまで中心的な
役割を果たしてきた社会福祉法人などの �会社以

外の法人� ではなく� 営利法人である株式会社や
有限会社が台頭してきたということを表してい

る�
同時に� 事業所の経営組織に注目すれば� 支所
や支店を持たない単独事業としては� 会社は全体
の 4.7�でしかないのに対し� 本所�本社�本店
としての事業所のうち会社形態をとるものは

20.4�� 支所�支社�支店については 13.1�と�
その割合は急増する� これは� これまで老人福祉
事業の主要な部分を担ってきた社会福祉法人など

は� 多くが単独事業として経営されてきたのに対
して� 会社の場合では� 1つの法人が複数の事業

所を展開しているということを意味する� 前者が
�地域密着型� になることは �単独事業� であるこ
とからほとんど同義反復的に言えるであろうが�
後者については� 地域の枠を越えた事業展開も可
能だということで� 周知の通り� 大手介護サ�ビ

3� ただし� この調査は 1999年 11月 15日現在のもので

あるから� �開設時期� の �1995年以降� は� 厳密には
5年間の期間を有していない�

表 + 老人福祉事業の開設時期� 経営組織別事業所数 	左列 
実数� 右列 
総数に占める割合 � �)

+333年 	平成 ++年� ++月 +/日現在

総 数

経 営 組 織

個 人 会 社
会社以外の

法人

法人以外の

団体株式会社 有限会社

老 人 福 祉 事 業 2,+** +*. +.- 00. 2., ./1 /.0 ,*2 ,.0 0,3/, 2/.2 -13 ..1

開設時期別

+3/.年以前 +,* � � 2 0.1 2 0.1 � � ++, 3-.- � �
+3//
+3/3年 /* � � � � � � � � /* +**.* � �
+30*
+30.年 11 � � � � � � � � 02 22.- 3 ++.1

+30/
+303年 ,*1 � � +0 1.1 +0 1.1 � � +3+ 3,.- � �
+31*
+31.年 /1. � � / *.3 / *.3 � � /,3 3,., .* 1.*

+31/
+313年 10. � � ++ +.. ++ +.. � � 1.- 31.- ++ +..

+32*
+32.年 +,*00 - *.- -+ ,.3 ,1 ,./ . *.. 32/ 3,.. .1 ...

+32/
+323年 +,+.+ 1 *.0 30 2.. 20 1./ +* *.3 322 20.0 /* ...

+33*
+33.年 +,3/- 1 *.. ++1 0.* 32 /.* +3 +.* +,1-/ 22.2 3- ..2

+33/年以降 ,,+.0 21 ..+ -2* +1.1 ,*/ 3.0 +1/ 2., +,//+ 1,.- +,3 0.*

経営組織別

単独事業所 /,-.2 +*. +.3 ,/* ..1 ++3 ,., +-+ ,.. .,0.8 20.3 -.0 0./

本所�本社�本店 1/* � � +/- ,*.. +,+ +0.+ -, ..- /22 12.. 3 +.,

支所�支社�支店 ,,**, � � ,0, +-.+ ,+1 +*.2 ./ ,., +,1+0 2/.1 ,. +.,

出所 
 総務庁統計局 �平成 ++年サ�ビス業基本調査� 総務省ホ�ムペ�ジ 	http://www.stat.go.jp/data/

service/index.htm� より作成�
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ス会社のなかには全国で事業所を展開する法人も

ある�
以上のことから� 近年の老人福祉事業では� 民
間営利法人が台頭し� しかもそれが複数の事業所
をもって展開するという特徴を� 読みとることが
できる�
次に� 老人福祉事業における民間福祉法人の動
向を� 具体的な事業内容別に見ておく�
�平成 8年健康�福祉関連サ�ビス産業統計調

査� �表 2� によれば� 1996年 �平成 8年� 9月 1

日現在� 	訪問介護 �ホ�ムヘルプサ�ビス�
 の
事業所数 638のうち営利組織は 152で� 事業所
数に占めるその割合は 23.8�であった� これが�
2001年 �平成 13年� 5月現在の 	居宅サ�ビス
種類別指定件数の内訳
 �表 3� では� 	訪問介護

の指定事業所合計 13,489のうち営利法人は

5,447で� その割合は 40.4�まで増大しており�
訪問介護サ�ビスにおける営利法人の急増を示し
ている� これに対し� 	訪問入浴介護 �訪問入浴
サ�ビス�
 は� 1996年の総数 143のうち営利組

織 132 �総数に占める割合 92.3�� から 2001年

の総数 2,813のうち営利組織 885 �同 31.5��
へ� 	日帰り介護
 �表 3では通所介護� における
営利組織は� 1996年の 13 �同 19.1��から 2001

年の 711 �同 8.0��� 	短期入所生活介護
 では�
1996年の 12 �同 41.4�� から 2001年の 29 �同
0.6�� と� 実数では増大しながらも� その割合は
大きく減少している� これは� 	訪問介護
 以外で
は� 営利法人ではなく� 地方公共団体や社会福祉
法人など非営利の経営主体が� 再びその中心的な
担い手になってきたということを示しているので

あろうか�
このことを考えるにあたっては� 次のような資
料の制約性を踏まえておく必要がある� これら 2

つの資料は� もとより別の調査でありそこに連続
性は認めにくいため� 本節での考察それ自体も理
論的推定に留まるものであるが� なによりも� 調
査対象の違いが重要な意味をもっている� すなわ
ち表 2は� �社会福祉協議会� �訪問看護ステ�
ション� �医療施設� �社会福祉施設� �老人保
健施設� �有料老人ホ�ム� �地方公共団体など
をあらかじめ対象外にしているということであ

表 , 福祉関連サ�ビス提供事業所数� 経営組織�サ�ビスの種類別
�左列 �実数� 右列 �総数に占める割合 
 ��

+330年 �平成 2年� 3月 +日現在

総数
営 利

組織計

非営利

組織計
株式会社 有限会社

合名�合
資�相互
会社

社会福祉

法人

社団�財
団法人

その他 不詳

在宅福祉サ�ビス -.-+ ,.+* 1*., +201 /... /-, +/./ ++ *.- ,*0 0.* +3 *.0 +21 /./ 2++ ,-.0 . *.+

訪問介護�ホ�ムヘルプサ�ビス� 0-2 +/, ,-.2 ++* +1., ., 0.0 � � +.0 ,,.3 / *.2 +.+ ,,.+ -.* /-.- � �
訪問入浴サ�ビス +.- +-, 3,.- ++- 13.* +3 +-.- � � 0 .., + *.1 / -./ / -./ � �
在宅配食サ�ビス ,.+ ++3 .3.. 2+ --.0 -2 +/.2 � � ,, 3.+ 0 ,./ +0 0.0 +** .+./ � �
福祉用具の賃貸�販売サ�ビス +0/, +.21 3*.* ++10 1+., -*0 +2./ / *.- +* *.0 - *., 1 *.. +/+ 3.+ . *.,

緊急通報サ�ビス 3/ 2- 21.. 2* 2.., - -., � � / /.- � � / /.- 1 1.. � �
移送サ�ビス -.0 ,13 2*.0 ,,. 0..1 /. +/.0 + *.- 1 ,.* + *.- 0 +.1 0* +1.- � �
日帰り介護 �デイサ�ビス� 02 +- +3.+ 1 +*.- 0 2.2 � � 3 +-., - ... 0 2.2 .0 01.0 � �
短期入所生活介護�ショ�トステイサ�ビス� ,3 +, .+.. 1 ,..+ / +1., � � � � � � � � +1 /2.0 � �
寝具乾燥消毒サ�ビス ,+3 +-- 0*.1 03 -+./ /3 ,0.3 / ,- + *./ � � + *./ 2/ -2.2 � �

出所 � 厚生省 �平成 2年健康�福祉関連サ�ビス産業統計調査� 厚生労働省ホ�ムペ�ジ� �http://www+.

mhlw.go.jp/toukei/kenkou31/index.html�
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表 - 居宅サ�ビス種類別指定件数の内訳 �上段 �実数� 下段 �構成比 � ��

,**+年 �平成 +-年� /月現在

社会
福祉
法人
�社協
以外�

社会
福祉
法人
�社
協�

医療
法人

民法
法人
�社団
�
財団�

営利法人
非営
利法
人

NPO

農協 生協

左記
以外
の法
人

地方公共団体 非法
人 � 合計 �

��に
対 す
る 割
合�

都道
府県

市町
村

広域
連合
�一
組等

訪問介護
,0-.

+3./

,--2

+1.-

+-/3

+*.+

,/-

+.3

/..1

.*.. �/1.-�
.+.

-.+

-01

,.1

,3*

,.+

30

*.1

*

*.*

,2,

,.+

3

*.+

*

*.*

*

*.*

+-.23 3/*+

訪問入浴介護
10/

,1.,

3.*

--..

11

,.1

-+

+.+

22/

-+.. �/+.+�
,.

*.3

+3

*.1

1

*.,

,

*.+

*

*.*

0-

,.,

.

*.+

*

*.*

*

*.*

,2+1 +1--

訪問看護
/21

+.*

/2

*.+

++3+3

,*./

++.*

,.*

/++

*.3 �+.+�
+3

*.*

+-1

*.,

-20

*.1

,00

*./

+*+

*.,

+*-+

+.2

+*,

*.,

++,3*

+3..

-*1*1

/,.1

/2,/. ./*.-

訪問リハビリテ�ション
+,0

*.-

*

*.*

1+*-

+/.2

,0,

*.0

1-

*., �*.,�
+

*.*

02

*.,
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る� �は表 3からもわかるように� 社会福祉法人
のうちの重要な部分を占める� また� �は具体的
には養護老人ホ�ム� 特別養護老人ホ�ム� 軽費
老人ホ�ムなど� 民間営利法人による経営が現在
までのところ認められていない老人福祉施設も含

まれる� したがって� こうした老人福祉施設が訪
問入浴や通所介護� 短期入所生活介護といった
�在宅福祉サ�ビス� または �居宅サ�ビス� を併
設の事業として行っているケ�スは� 表 2では含

まれない� さらには� �は医療法� �は介護保険
法以前は老人保健法を根拠とする医療�保健機関
であって� これもまた民間営利企業による経営は
認められていない� すなわち� 表 2においては�
�が除外されていることも含めて� そもそも� 非
営利のかなりの部分が対象外とされ� それゆえ�
表 3に比べて� 営利組織の �総数� に占める割合
が高く出ることに注意が必要である� 仮に表 3の

�合計� から� 社会福祉協議会� 医療法人� 地方公
共団体を除外した数に対する営利法人の割合を算

出すれば� 訪問介護 57.3�� 訪問入浴介護
51.1�� 通所介護 11.5�� 短期入所生活介護
0.7�となる�
こうした点を加味すると� 訪問介護だけでなく

訪問入浴介護でも高い割合で営利法人が参入して

いるということがわかる� さらに訪問介護にい
たっては� 資料の上では表 2においては営利法人

が高めに出るにもかかわらず� そうした調整をし
なくとも� 表 3の方がより高い割合で表れてい

る�
このように� 訪問介護� 訪問入浴介護など� 文
字どおり �居宅� での �福祉� サ�ビスにおいて�
営利法人の参入が活発であることがわかる� これ
は� 一つは� 訪問看護� 訪問リハビリ� 居宅療養
管理指導� 通所リハビリ� 短期入所療養介護など
は� 介護保険制度創設前は� もともとは �福祉�
ではなく �医療� や �保健� の分野に属していた
ものであり� こうした分野では� その性質上� 現
段階では医療法人の占める割合が高いという背景

があると言えよう� また� 通所介護や短期入所生

活介護は� 介護保険制度のもとでは� �居宅� サ�
ビスとして分類されており� したがって営利法人
の参入が認められてはいるが� これらのサ�ビス
は� �居宅� とはいえ実際は �施設� を利用して行
われる� この �施設� には� たとえば� 特別養護
老人ホ�ム� 養護老人ホ�ム� 老人福祉センタ�
も含まれる� それゆえ� これらの �居宅� サ�ビ
スでは� これまでこういった �施設� を中心的に
担ってきた社会福祉法人や社会福祉協議会の割合

が依然として高く出ているものと推測できる4��
以上のことから� 在宅で行う文字どおりの �居
宅� サ�ビスであって� かつ �保健� �医療� では
ない� �福祉�の側面が強い訪問介護や訪問入浴と
いった分野は� 営利法人にとって参入障壁が低い
と言え� それがこうした数値として表れていると
いうことが言えよう� つまり� 訪問介護や訪問入
浴などは� �居宅� の �福祉� サ�ビスであるがゆ
えに� 多大な設備投資や多数の医療の専門職を必
要とせず5�� そのため� 新規参入が容易だという
ことである� これは固定資本の費用回収負担が�
居宅サ�ビスにおいては相対的に低いということ
でもあり� それゆえ撤退の容易さにもつながろ
う�
ただし� まだ割合は小さいとはいえ医療の分野
にも確実に営利企業の参入が進んでいる� とりわ
け訪問看護については� 1999年 	平成 11年� に
営利企業の参入が認められている� これまでのと
ころ表 4に見られるように� �その他の団体� で
あっても生協� 社団�財団法人が圧倒的多数を占

4� 実際� 
訪問介護サ�ビス事業の現状� �訪問介護サ�
ビス事業状況調査� 結果中間報告�� 	日本労働研究機
構� 2001年 10月� によれば� �訪問介護� を行っている
事業所のうち� �施設� を使って行われる �施設サ�ビ
ス� や �通所サ�ビス� を併せて行っている事業所の割
合は� 社会福祉法人で 84�1�� 医療法人で 65�0�� 社会
福祉協議会で 46�4�と高いのに対し� 株式会社では
9�4�� 有限会社で 6�6�と� 低い割合になっている�

5� ただし� 介護保険適用の老人保健施設� 療養型施設は�
�保健� �医療� 施設であるにもかかわらず� 一般病院に
比べれば� 医療の専門家である医師� 看護職員の配置基
準は極めて低い�
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めているが� 2001年に至って� 表 3のように営

利法人が 511となっている� この場合も� 2つの

表の間に調査の連続性は認めにくいが� 介護保険
制度が民間営利企業の医療分野参入の契機になっ

ていることは確実に言えるであろうし� 訪問看護
への営利企業の参入は� 医療制度改革に絡んで議
論されつつある医療分野全般への営利企業 �株式
会社� 参入の先鞭をつけるという意味が込められ
ていよう�
こうしたことから� 近年の老人福祉事業の拡大
は� もちろん� 公的セクタ�や社会福祉法人など
の民間非営利法人や医療法人の拡大を一方で伴い

ながらも� 営利企業の参入�拡大が特徴的な流れ
であると言ってよい�

�2� 規制緩和政策と福祉の �サ�ビス産業化�

老人福祉への営利企業参入を見たところで� 現
在進行しているその背景を考察したい�
この場合� 営利企業の参入を� さしあたりは�
不況を原因にした二側面において捉えることが必

要である6�� すなわち� 1990年代の不況は� 一方
で度重なる景気対策によって国�地方合わせた負
債残高は目下 600兆円を超える状況であるが�こ
のことは� 社会福祉財源における公費負担の軽減
の必要性をもたらした� 他方� こうした景気刺激
策にもかかわらず� 失業率は 5�台にのせ� 雇用
対策としても� また� 新たな成長産業としても�
福祉の �サ�ビス産業化	 が求められている� こ
の財政負担の軽減と� 新規雇用� 新規産業の創出
という 2つの課題を同時に解決しようとするも

6� この点については� 横山 �1999� も参照�

表 . 訪問看護ステ�ションの開設者別事業所数の年次推移+�

+33- +33/ +331 +332 +333 ,***

総数 ,11 2,, ,*.2 ,1/0 -/1* .-/.

地方公共団体 -+ 02 +,/ +/+ +2* ,++

医療法人 +.- .,, ++-1 +/.+ ,*.+ ,.02

社会福祉法人 -+ 2+ +2* ,/2 -/* ../

公的�社会保険関係団体2� . ,* 0- 3+ +,. +/,

医師会 .* ++- ,+0 ,0- ,3. -+2

看護協会 +- -0 0/ 2- ++- +.*

その他の団体3� +/ 2, ,0, -03 .02 0,*

財団法人 +. -2 23 +-+ +0*

社団法人 + -/ 22 +*0 +--

消費生活協同組合 
 2 2* +,1 +0/

その他 
 + / / +*

注 +� +33-年は +*月 +日調査� +33/年�+333年は 1月 +日調査� ,***年は -

月概数�
,� �公的�社会保険関係団体	 とは� 日本赤十字社� 厚生 �医療� 農業協同
組合連合会� 健康保険組合� 共済組合� 国民健康保険組合及びその連合会
をいう�

-� �老人訪問看護�訪間看護報告
 では� �その他の団体	 ではなく �認定法
人	� その内訳は不明�

出所 � +333年までは� 厚生省大臣官房統計情報部保健社会統計課 �平成 ++年

訪問看護統計調査の概況	 厚生統計協会 �厚生の指標
 第 .1巻第 2号�
,***年 2月� ,***年は� 厚生労働省 �老人訪問看護�訪問看護報告 �平
成 +,年 -月分概数�
 厚生労働省ホ�ムペ�ジ� �http://www+.mhlw.

go.jp/toukei/r-kango/rk+,*-�2.html�
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のが� 介護保険制度の発足とそれに伴うに民間営
利企業の福祉分野への参入である� そしてこれは
�社会保障構造改革�だけでなく�経済全般にわた
る一連の �規制緩和� の流れを背景に進行してい
ることは� 言うを待たない�

1990年代以降の規制改革に関する主要な経過

は� 表 5に見るように� 1994年 �平成 6年� 12

月発足の �行政改革委員会�� および 1998年 �平
成 10年� 2月発足の �行政改革推進本部規制緩和
委員会� が中心的役割を担い� 毎年度末に �推進
計画� �推進 3か年計画� が閣議決定される �改
訂� 再改訂を含む� という形で進められてきた�
そこから� 1990年代末以降の民間企業の福祉分

野参入に関連があるうちで本稿にとくに関連のあ

る部分を拾ったものが表 6-1� 表 6-2である� こ
れらの表やその検討にあたった会議録� あるいは
2001年度に公表された諸報告などから� 現在ま

で続く特徴を� おおよそ以下のようにまとめるこ
とができる�
第 1の特徴は� 当初の �経済的分野� だけでな

く� �生活者向けサ�ビス� �いわゆる �社会的分
野�� の場面でも� �新規産業�雇用創出� および
�財政削減�を目的に�国家によって民間企業の参
入を促すという傾向が� ますます強まっていると
いうことである� たとえば� 経済財政諮問会議
	サ�ビス部門における雇用拡大を戦略とする経
済の活性化に関する専門調査会緊急報告
 �2001

年 5月 11日�では�総論としては �不要な規制を
撤廃する� ことなどによって� 各論的には� �厳し
い財政制約� という条件下では民間企業が運営す
る �公設民営型のケアハウスを拡充� することな
どによって� �高齢者ケアサ�ビス� の分野で �現
在の 50万人から 100万人へと 50万人の雇用増

加が期待される� としている�

表 / 規制改革主要経過

+33.年�平成 0年�+,月+3日 �行政改革委員会� 発足 �平成 1年 .月 +3日 �規制緩和小委員会� 発足�
+33/年�平成 1年� -月-+日 	規制緩和推進計画
 閣議決定
+330年�平成 2年� -月,3日 	規制緩和推進計画 �改訂�
 閣議決定
+331年�平成 3年� -月,2日 	規制緩和推進計画 �再改訂�
 閣議決定

+332年�平成+*年� ,月 /日 �行政改革推進本部規制緩和委員会� 発足 �平成 ++年 .月 0日より �規制改革委員
会� に改称�

+332年�平成+*年� -月-+日 	規制緩和推進 -か年計画
 閣議決定
+333年�平成++年� -月-*日 	規制緩和推進 -か年計画 �改訂�
 閣議決定
,***年�平成+,年� -月-+日 	規制緩和推進 -か年計画 �再改訂�
 閣議決定
,**+年�平成+-年� -月-*日 	規制改革推進 -か年計画
 閣議決定

,**+年�平成+-年� -月-*日 	社会保障改革大綱
 政府�与党社会保障改革協議会

,**+年�平成+-年� .月 +日 �総合規制改革会議� を内閣府に設置
,**+年�平成+-年� /月++日 	サ�ビス部門における雇用拡大を戦略とする経済の活性化に関する専門調査会緊急

報告
 経済財政諮問会議
,**+年�平成+-年� 0月,0日 	今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針
 閣議決定
,**+年�平成+-年� 1月,.日 	重点 0分野に関する中間とりまとめ
 総合規制改革会議
,**+年�平成+-年� 3月,0日 	改革工程表

,**+年�平成+-年�+*月,0日 	改革先行プログラム
 経済対策閣僚会議

出所 �内閣府ホ�ムペ�ジ �http://www8.cao.go.jp/�� 総務省行政管理局ホ�ムペ�ジ �http://www.soumu.

go.jp/gyoukan/kanri/kanri�f.htm� などより作成�
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表 0�+ �規制緩和推進 -か年計画 �再改訂� のフォロ�アップ結果� �平成 +-年 -月 -+日現在� より関連項目抜粋

�規制緩和推進 -か年計画 �再改訂�� �平成 +,年 -月 -+日閣

議決定� における決定内容 講ぜられた措置の概要等

事項名 措置内容 �実施予定時期等�

+- 医療�福祉関係
�保健�医療

�指定訪問看
護事業への民

間企業の参入

民間企業の指定訪問看護事業への参入につい

て� 審議会への諮問等所要の手続を経て実現す
る� 参入要件の設定に当たっては� 民間企業に
対してのみ特別の参入条件等が設けられたり�
地元の事業者が優先されることがないようにす

る� �措置済 ++年 -月 -+日�

�指定老人訪問看護事業者又は指定訪問看護事
業者の指定を受けることができる者についての

一部改正について� �平成 ++年 -月 -+日付け

老人保健福祉局長�保険局長連名通知� により
民間企業が指定訪問看護事業に参入できること

としたところ�

�福祉

�介護事業ヘ
の民間企業の

新規参入

介護事業への民間企業の新規参入等の支援を促

進する� �++年度�+,年度 逐次実施�
�社会福祉�医療事業団法施行令の一部を改正
する政令� �平成 +,年政令第 3+号� により�
社会福祉�医療事業団の融資対象に痴呆性高齢
者グル�プホ�ムを追加するとともに �平成
+,年 .月 +日施行�� 都道府県�市町村が行
う� 介護サ�ビスヘの新規参入希望者に対する
支援等の事業に対する国庫補助を実施�

�特別養護老
人ホ�ムへの
民間企業の参

入

民間企業による特別養護老人ホ�ムの経営参入
については� 介護保険法施行後の施設介護サ�
ビスの提供状況等の効果を踏まえつつ� 事業の
継続性や安定性を確保する仕組みの検討や社会

福祉法人制度の見直しを含めて� その推進に向
けて早急に検討する� �++年度以降 検討�

�民間企業による特別養護老人ホ�ムの経営参
入については� 介護保険法施行後の介護保険
サ�ビスの提供状況等の効果を踏まえ� 事業の
継続性や安全性の確保の可能性などを見ていく

必要があるが� 特別養護老人ホ�ムと同様の要
介護者に対応できるようなケアハウスについ

て� 十分な経済的基盤と人的資源を有する民間
法人等が都道府県知事の許可を受けて運営でき

るよう検討する�

�社会福祉法人制度の見直しについては� �社
会福祉法人の認可について� �平成 +,年 +,月

+日付け障第 23*号�社援第 ,0+2号�老発第
13.号�児発第 3*2号厚生省大臣官房障害保健

福祉部長�社会�援護局長�老人保健福祉局
長�児童家庭局長連名通知� 等の通知により�
資産要件� 役員執行体制等� 設立�運営要件の
緩和を行ったところ�

�児童の保育
に係る福祉

サ�ビスヘの
民間企業の参

入

適切な保育サ�ビスを提供する企業等の民間法
人にも認可保育所への道を幅広く開くため� 社
会福祉法人以外の民間法人も認可保育所の設置

主体として認めるための所要の措置を講ずる�
なお� 都道府県が保育所を設置認可する際の基
準を示すに当たっては� 民間事業者の事業の継

平成 +,年 -月� 民間企業等の参入を認める措
置を講じたところ� ��保育所の設置認可等につ
いて� 平成 +,年 -月 -*日付け児発第 ,3/号�

�公共サ�ビス� の拡大と老人福祉 �佐藤�
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続性�安全性の確保等に留意しつつも� その他
の面においては民間事業者がその他の主体と差

別的な取り扱いを受けないような指針とする�
�措置済 +,年�月�

�社会福祉法
人の設立� 運
営の要件の緩

和

社会福祉法人の設立� 運営の要件について� 非
営利性� 公共性といったその基本的性格に配慮
しつつも� 規制の見直しを進める� �法改正案
施行時�

�社会福祉制度全般の見直しについては� 社会
福祉事業の追加� 収益事業による収益の使途の
拡大等の措置が講じられたところ�
�社会福祉法人に係る資産要件� 役員執行体制
設立�運営の要件緩和については� 上記法改正
等を踏まえて措置を講じたところ� �前出 �社
会福祉法人の認可について��

�その他措置済事項

�ホ	ムペル
パ	養成研修
について実習

の簡素化� 実
習対象施設の

拡大

�ホ	ムヘルパ	養成研修について� 介護サ	ビスに従事した実績を有する者に対する実習の簡
素化を図った� また� 実習の方法を弾力化する観点から� 見学の一部をビデオ学習に� 実習の一
部を模擬実習にそれぞれ振り替えることを可能とした �措置済 ++年 3月 -日�

�ホ	ムヘルパ	養成研修における実習対象可能施設を拡大し� 痴呆性老人グル	プホ	ムや現
に介護サ	ビスを提供している有料老人ホ	ムを追加した� �措置済 ++年 3月 -日�

出所 
総務省行政管理局ホ	ムペ	ジ �http://www.soumu.go.jp/gyoukan/kanri/kanri�f.htm� より作成�
項目番号は原資料のまま�

表 0�, �規制改革推進 -か年計画� �平成 +-年 -月 -*日閣議決定� より関連項目抜粋

/ 福祉等関係 ア 介護

事項名 措置内容 �実施予定時期�

�特別養護老
人ホ	ム等の
ホテルコスト

の在り方

施設サ	ビスと在宅サ	ビスの負担の均衡を図り� 競争の促進によ
り介護サ	ビスの質を向上させるために� 特別養護老人ホ	ム等の
ホテルコストについて� 入所者の居住性や低所得者への対応に配慮
しつつ� 見直しを検討する� �+.年度検討�

�訪問介護の
介護報酬にお

ける -類型の

在り方等

b 利用者との契約内容を明確化するとともにヘルパ	のサ	ビス
水準を確保するため� 標準的なサ	ビス行為の内容や手順のパッ
ケ	ジを示したガイドライン �平成 +,年 -月 +1日厚生労働省通知

老計第 +*号� の周知や� 必要に応じた充実を図るとともに� 利用
者ごとにサ	ビス事業者が作成する訪問介護計画について� 例え
ば� こうしたサ	ビス行為のパッケ	ジの記載の奨励など� その内
容の一層の明確化を検討する� �逐次実施�

��施設介護
サ	ビスへの
民間企業の参

入

民間企業による特別養護老人ホ	ムの経営参入については� 介護保
険施行後の介護保健サ	ビスの提供状況等の効果を踏まえ� 事業の
継続性や安定性の確保の可能性などを見ていく必要があるが� 特別
養護老人ホ	ムと同様の要介護者に対応できるようなケアハウスに
ついて� 十分な経済的基盤と人的資源を有する民間法人等が都道府
県知事の許可を受けて運営できるよう検討する� �+-年度検討�

出所 
表 0�+に同じ�
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第 2に� 上の第 1点目を実現するために� 一方
では� 福祉関連事業所の設置基準の �見直し� な
どさまざまな規制緩和による参入障壁の除去を行

うとともに� 他方で� 資本への直接�間接の助成
と社会福祉法人などへの助成の事実上のカットに

より� 両者の競争条件を揃えるという政策が進め
られている� たとえば� 総合規制改革会議 �重点
6分野に関する中間とりまとめ� �2001年 7月

24日	 では� �既存の社会福祉法人を含めた多様
な経営主体の間で� 公的助成の面について� 対等
な立場での競争を促していく� として� 民間企業
にも �公的助成� �公的補助� を注入する一方で�
�社会福祉法人への施設設備補助費を削減する��
あるいは� 社会福祉協議会における �在宅福祉
サ
ビスの実施に当たっては� 公的助成のみに依
存することなく� 等�と述べ� 公的セクタ
や非
営利法人への補助を削減する方向が打ち出されて

いる� また� 上述のケアハウスへの民間企業参入
に合わせて活用が予定されている �PFI �Private

Finance Initiative	 制度� も� 民間企業への新た
な形態での補助金であるといえる� 民間企業が建
設した施設を市町村などが買い取ることで� 事実
上� 建設費を保証 �補填	 するだけでなく� 買い
取り費用自体� 国庫補助の対象にもなるからであ
る �厚生労働省 �全国介護保険担当課長会議資料�
2001年 9月 28日	�
第 3に� こうした動きは� 経団連などの経済界

の意向を反映して �規制改革会議� �現行	 が策定
し� 厚生労働省など関係各省庁での個別分野の改
革を促進するという一連の流れで行われているこ

とを� 確認しておく必要がある� 現在� 取りざた
されている特別養護老人ホ
ムへの民間企業の参
入にしても� ここ数年来� 経団連によって重点項
目として要求され続けており� 内閣府� �規制改
革会議� は� それを相当程度意識している� すな
わち� �経団連の 3か年計画についての再要望

�経済団体連合会 �新たな規制改革推進 3か年計

画の策定に望む� 2001年 2月 16日� ��佐藤
注	 は� 中間公表に対する再意見であるが� この

取り扱いについてはできる限り 3か年計画に盛

り込むつもりでいる� ��第 21回規制改革委員会

議事概要� 2001年 2月 20日開催	 としつつ�
�福祉に関しては� 特別養護老人ホ
ムのホテル
コストについての見直し� これについては� 在宅
介護は自由参入だが施設介護は社会福祉法人の独

占であるが� 最大のポイントはホテルコストにあ
る� これを見直すことについてイコ
ルフッティ
ングを図る� �第 23回同議事概要� 2001年 3月

21日開催	と述べられている�たしかに今後予定
されている特別養護老人ホ
ムの個室化は� それ
自体としては利用者のプライバシ
保護など人権
保障の観点からは推進されてしかるべきである�
しかしながら� その個室化は� ここに見られるよ
うにホテルコストの受益者負担での徴収と一体と

なっているだけでなく� それは� 将来の介護老人
福祉施設 �特養	 に参入してくる民間企業にとっ
て� 社会福祉法人と同等の競争条件の下で採算が
合うものになることを狙った施策であると言え

る� これに対し厚生労働省は� 現時点では民間企
業の参入についてはそこまで踏み込まずに� 個室
化を伴う �新型特養の入居者は� 居住環境が抜本
的に改善されることから� 従来の介護�食事に係
る利用者負担のほか� ホテルコストに係る費用を
負担することを基本とする� �厚生労働省 �全国担
当課長会議資料� 2001年 9月 28日	 というロ
ジックに留まっている� とはいえ� これまでの議
論が� �規制緩和委員会� などの方針に沿う形で�
厚生労働省でも順次具体化されてきたという経緯

に鑑みれば� 厚生労働省も� 事実上� 特養の企業
経営解禁を念頭においていると考えてよい� もと
もと� 福祉分野への企業参入自体� 介護保険制度
の導入には否定的な見解を示していた �社会保障
制度改革の必要性と高齢者介護に関するわれわれ

の考え方� �経済団体連合会� 1996年 10月 15

日	 でも� すでに述べられており� その後� 介護
保険を機に実現したのであった�
これらのことから� 第 4に� 福祉をめぐるキ


ワ
ドとしては� �競争� �市場原理� �多様な提供
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主体�� あるいは �自助� �自己責任� �共助� が出
てくることになる� また� 思想的には� 社会福祉
法人が行ってきた福祉は� �慈善�博愛事業とい
う恩恵的なもの� �前出 �重点 6分野に関する中

間とりまとめ�	であって�民間企業の参入によっ
て利用者に契約の意識が芽生え� 利用者の権利と
して福祉を捉えることができる� という考え方と
なる� これは� 社会福祉法人が中心に担ってきた
これまでの福祉を� 社会権的権利あるいは基本的
人権としての権利と捉えない議論であるが7	� こ
の点については�で触れる�
ところで� これら一連の規制緩和とその具体的
政策は� �小さな政府�を志向しているにもかかわ
らず� 単なる財政の縮小ではない� なぜなら� こ
れまで見たように� 資本の活動には� むしろ新た
に様
な形態での助成を行うことで� それを支え
ることになるからである� こういった政策が国家
による資本への直接�間接的介入 �補助	に加え�
同時に� それを通じた国家による新規産業� 雇用
創出の政策でもあるということを� ここでは� 第
5の特徴として指摘しておく�
第 6に� こうした福祉の民営化の流れは� 今に

始まったことではないとはいえ� 1980年代の福

祉を成長の足かせとみなす社会保障政策から

は8	� 一定の変化があるということである� 理論
的に言えば� 資本主義における政府の活動は� 資
本主義的生産によって生み出された付加価値を消

費する不生産的活動である� すなわち� 福祉サ�
ビスも� 政府部門ないしは準公的な部門において
租税 �広い意味での租税であって� 社会保険のた
めの拠出金� いわゆる社会保険料も含む	 で賄わ
れている限り� それは� たとえ国民経済計算上で
は付加価値として計上されたとしても� 資本蓄積
元本からの控除であることに変わりはない� この
限りにおいて� �福祉は成長の足かせ�という見方

は� むしろ当を得ている� しかし� この同じ具体
的内容を持つ活動が� 民営化され� 資本主義的企
業によって担われれば� それは資本が自己増殖す
る活動の対象となり� 生産的部門へと転化する�
かつて� 生産的労働を論じた Edward N. Wollf

は� 経済的福祉の観点からは不生産的サ�ビスの
消費が増大していないことがむしろ問題であると

述べ� 政府部門 �公的セクタ�	 による不生産的
活動の福祉にとっての必要性を示唆していた

が9	� 今や� そういったかつての不生産的な福祉
サ�ビスが� 企業による生産的活動へと転化され
つつあるのである�
そして最後に� 福祉への民営企業参入の動き

は� 介護保険制度の不備によって� かえってその
志向が強まっている� �で詳述するが� 周知のと
おり� 介護保険制度は� 当初の予想に反して民営
企業にとっては� 赤字や撤退を余儀なくされると
いう厳しいスタ�トになった� 経営の厳しさにつ
いては� 営利企業だけでなく� 社会福祉協議会な
ど非営利法人にとっても同様であるが� このこと
を背景にして� これまで居宅サ�ビスにしか認め
られていなかった営利企業の活動範囲を� 一気に
施設サ�ビスにまで拡大しようという経済界から
の要望が一層強まってきており� とりわけ介護保
険スタ�ト後の �経済財政諮問会議� �総合規制改
革会議�などの政策提言は�これを反映している�
これに沿って� まずは 2002年度から先述のケア

ハウスへの参入が解禁された�ケアハウスは� �介
護保険施設� ではないが� 老人福祉法に基づく老
人福祉施設への参入という意味では� 同じく老人
福祉法に基づく特別養護老人ホ�ム �指定介護老
人福祉施設	 への参入の途を開くものであるとい
う評価は� 極めて自然であろう�

� 非物質的生産としての福祉サ�ビスと介護保
険

�1� 介護サ�ビス事業者の現状
7	 鈴木 �1997	� 142ペ�ジも参照�
8	 この点については� 柴田 �1998	 の� とくに 454�

470ペ�ジを参照� 9	 拙稿 �佐藤� 2000a	� 79ペ�ジ�
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介護保険制度を背景にした営利企業の福祉分野

への参入であるが� それは� 介護サ�ビス事業者
にとっては予想外に厳しいものとなった�
日本経済新聞社の 2001年 �介護事業調査� に

よれば� 介護関連企業 277社のうち �採算がとれ
ていない� 企業が 48.4�� �とれている� は
19.1�であった� 2000年 10月の同調査では�
245社中 �とれていない� が 57.1�� �とれてい
る� が 10.2�であったから� 介護保険スタ�トか
ら 1年でやや経営は改善してきたと言えるが� そ
れでも約半数の企業が採算割れという厳しい事態

は続いている ��日本経済新聞	 2001年 7月 4日

付
�
こうした状況について� 民間営利法人は� 社会
福祉協議会などとの条件格差 �補助金の有無� こ
れまでの実績など
 を原因の 1つにあげることが

多いが ��日経産業新聞	 2001年 7月 5日付
�こ

のことの妥当性は措くとしても� 経営の厳しさは
民間企業だけに限ったことではない� �訪問介護
サ�ビス事業の現状	 �日本労働研究機構
によれ
ば� 社会福祉協議会やその他の社会福祉法人など
を含めた場合でも�事業所全体の 55.8�が訪問介
護事業の収支について �赤字である� と回答して
おり� �黒字� は 9.8�にすぎず �表 7
� 上の� 民
間企業だけを対象とした �介護事業調査� の傾向
と変わりはない10
�
こういった経営の厳しさは� 事業者が受け取る
介護報酬が費用に見合っていないということを意

味するが� この制度上の原因の 1つに� 介護報酬
単価が事業者にとって安いということがあげられ

10
 新潟県内の市町村社会福祉協議会が実施する介護保険

サ�ビス事業の収支決算によっても� 収入総額から支出
総額を差し引いた場合には� 74�4�の社会福祉協議会が
プラス �黒字
 であるのに対し� 収入を介護報酬だけに

表 1 事業類型別訪問介護サ�ビス事業の収支 �事業所数の構成比 � �


黒字である 収支トントン 赤字である 不 明

事業所全体 3.2 -,.. //.2 ,.*

施設�通所�看護型 +*./ ,3.- /2.0 +.0
施設�通所型 +*.+ -,.1 /0.* +.-
通所�看護型 +-.+ -,., /-.+ +./
通所型 2.* -,.0 /2.3 *./
看護型 ++.0 -/.+ /,.- +.*
周辺型 3.2 -+., /2./ *./
専業型 2., -,.3 /1., +.1

�参考
経営法人の事業類型別事業所

施設�通所�看護型 -*.

施設�通所型 -32

通所�看護型 -31

通所型 .,0

看護型 /+0

周辺型 0*-

専業型 3+2

その他�不明 +*3

合 計 -01+

注 �施設�通所�看護型 �訪問介護に加えて施設サ�ビス� 通所系サ�ビス �デイサ�ビス� デイケア及び短期
入所サ�ビス
 及び看護系訪問サ�ビス �訪問入浴介護� 訪問看護及び訪問リハビリテ�ション
 を行っ
てる法人のタイプ�
施設�通所型 �訪問介護に加えて施設サ�ビス及び通所系サ�ビスを行っている法人のタイプ�
通所�看護型 �訪問介護に加えて通所系サ�ビス及び看護系訪問サ�ビスを行っている法人のタイプ�
通所型 �訪問介護に加えて通所系サ�ビスを行っている法人のタイプ�
看護型 �訪問介護に加えて看護系訪問サ�ビス及び周辺的サ�ビス �福祉用具貸与�販売�住宅改修� 配食
サ�ビス� 外出介助�移送サ�ビス� 痴呆性老人グル�プホ�ムおよびホ�ムヘルパ�養成講座
 を行っ
ている法人のタイプ�
周辺型 �訪問介護に加えて周辺的サ�ビスを行っている法人のタイプ�
専業型 �訪問介護サ�ビスのみを行っている法人のタイプ� 但し� 居宅介護支援事業を行っている法人も含
む� �なお� 居宅介護支援事業は� 多種多様な法人が行っているため� 事業類型の分類基準としていない�


出所 �日本労働研究機構 �訪問介護サ�ビス事業の現状
 �訪問介護サ�ビス事業状況調査� 結果中間報告
	
,**+年 +*月� 日本労働研究機構ホ�ムペ�ジ �http://www.jil.go.jp/mm/siryo/,**++*+3.html
 より�
ただし注は� 同報告の本文による�
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る� ところが� そうした事業者にとっての安い介
護報酬が� 利用者にとっては利用料の 1割負担と

いう経路を通じることで �高い� ものとなってい
るという矛盾がある� 利用者にとって利用料が高
い限りサ�ビスの利用は手控えられ� 結果とし
て� サ�ビスの売り上げは低下し� 事業者が受け
取る介護報酬総額を少なくすることは当然であ

る�
介護保険制度に導入された利用料の 1割負担

について� 厚生労働省は� 一貫して� それが介護
サ�ビスの利用抑制にはほとんどつながっていな
いと主張している� この点は� 制度が抱える問題
として重要であるので� 若干立ち入っておきた
い�
表 9-1� 9-2は� 厚生労働省が調査した� 定点

市町村 �全国 108保険者� の 1,263人に対する

限ると� 68�9�の社協で収支がマイナスに転落する� 介
護報酬だけでの介護事業の運営が� 極めて厳しいことの
証左であると言えよう �表 8��

表 3�+ 定点市町村 �全国 +*2保険者� の +,,0-人に対する平成 +,年 -月と

1月とのサ�ビス量の変化の状況
�左列 	人� 右列 	構成比 
 ��

サ�ビス量が増加 ほぼ同じ サ�ビス量が減少

要支援 +++ /,.3 ., ,*.* /1 ,1.+

要介護 + +./ 01.2 -* +..* -3 +2.,

要介護 , +.2 1*.+ -2 +2.* ,/ ++.2

要介護 - +.- 02.2 ,. ++./ .+ +3.1

要介護 . +/0 1-.3 -* +.., ,/ ++.2

要介護 / +.3 1+.- ,- ++.* -1 +1.1

合 計 2/, 01./ +21 +..2 ,,. +1.1

表 3�, �サ�ビス量が減少� と回答した ,,.人についての調査 �複数回答あり� 単位 	人�

人 数 割 合 全体割合

これまで受けていたサ�ビスが現在の利用限度額を超えていたため ,/ ++.,� ,.*�

短期入所を緊急時のために取っておくため ++ ..3� *.3�

サ�ビス事業者が予約でいっぱいだったため , *.3� *.,�

家族との同居等により� これまでほどはサ�ビスが必要でないため +* ../� *.2�

利用者負担を支払うのが困難だったため -, +..-� ,./�

利用者負担は支払えるが� 従来受けていたサ�ビスが必ずしもすべて真に必要
なサ�ビスではないと考えたため

-/ +/.0� ,.2�

その他 �本人の状態の回復� 入院のためなど� .* +1.3� -.,�

回答なし 2+ -0.,� 0..�

出所 	厚生労働省老人保健福祉局 �全国厚生労働関係部局長会議資料� ,***年+,月,.日� 厚生労働省ホ�ムペ�ジ�
�http	//www.mhlw.go.jpopics/*+*+/bukyoku/rouken/tp*++3-+.html�

表 2 平成 +,年度新潟県内市町村社会福祉協議会が
実施する介護保険サ�ビス事業の事業別採算状況

�事業所数の構成比 
 ��
収入総額�支出総額 介護報酬�事業経費

マイナス 同額 プラス マイナス 同額 プラス

総括 /.0 ,*.* 1... 02.3 ,., ,2.3

居宅介護支援事業 +2.- +2.- 0-.- //.* -.- .+.1

訪問介護事業 +0.. ,0.* /1./ 1,.0 +.. ,0.*

通所介護事業 ++.1 -+.1 /0.1 .+.1 ,2.- -*.*

訪問入浴介護事業 ,-.+ ,-.+ /-.2 .0., *.* /-.2

短期入所生活介護事業 *.* ,/.* 1/.* /*.* *.* /*.*

福祉用具貸与事業 *.* *.* +**.* *.* *.* +**.*

出所 	 新潟県社会福祉協議会 �市町村社協における平成 +,年度介護保険事業の経営状況�
社会福祉法人新潟県社会福祉協議会 �福祉にいがた
 第 /20号� ,**+年 0月号�
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2000年 3月と 7月とのサ�ビス量の変化の状況
である �厚生労働省老人保健福祉局 �全国厚生労
働関係部局長会議資料� 2000年 12月 24日によ

る�� 表 9- 1によれば� 介護保険実施によって
サ�ビス量を減少させたのは 224人で�そのうち
�利用者負担を支払うのが困難だったため� と回
答したのは 32人である �表 9- 2�� これについ
て�厚生労働省は� �調査対象 �1,263人� のうち�
�利用料負担を支払うのが困難だったため	 と回
答した方は 32人 �2.5
� と少なくなっている�
�同上資料�と解説し�利用者負担が利用料抑制に
つながったケ�スは� 全体のうち極めて少ないと
いう印象を与えている� しかし� サ�ビス量を減
らした人の中だけで見れば� �利用者負担を支払
うのが困難だったため� は 14.3
と� 理由として
は上位に入っている�しかも� �利用者負担は支払
えるが� 従来受けていたサ�ビスが必ずしもすべ
て真に必要なサ�ビスではないと考えたため�
�35人� 15.6
� ということから� かつての措置
対象者が� 介護保険導入を機に利用料負担と照ら
し合わせて �従来受けていたサ�ビス� を �必要
なサ�ビスではない� と �考えた� 可能性は十分
に考えられる� こうして� 厚生労働省の調査から
でさえも� 利用料負担が利用抑制につながってい
るケ�スは �少なくなっている� とは言えない�
また� �全日本民医連 �2000年介護実態調査�

報告	 �全日本民主医療機関連合会�介護実態調
査推進チ�ム� 2001年 6月 5日�によれば�介護
保険実施前後でサ�ビスの利用量が減ったのは
585人で全体の 12.8
� そのうち� サ�ビス量が
減ったうえで�かつ介護費用が増えた人は 483人

となっている �表 10�� これは� サ�ビス量が
減った中で占める割合としては実に 82.6
にの
ぼる �全体に対する割合としても 10.6
である��
もちろん� �サ�ビス量が減った� かつ �介護費用
が増えた�という項目に該当する人が�そのまま�
�利用者負担を支払うのが困難だったためにサ�
ビス利用量を減らした� という� 先の表 9-2で取

り上げた内容に合致するわけではないが� それに

しても� サ�ビス量を減らしたうちの 8割以上が

同時に介護費用負担が増大していることから� 利
用料 1割負担が利用抑制につながっていると推

測することは十分に可能である� 表 11では� 利
用料の負担を �とても負担� �やや負担� と回答し
ている人は合わせて 48.7
� 表 12では� サ�ビ
ス利用回数や時間が �減った� 理由として� 複数
回答ではあるが 48.7
が �自己負担が増えた�
�から� と答えている� また� 表 13でも� サ�ビ
スを支給限度額まで使えていない理由として�
14.5
の人が �利用料を負担しきれない�として�
利用料の負担の重さをあげている11��
以上から� 利用料負担とサ�ビス利用抑制は相
当強い因果関係があると見てよい�
そこで� 事業者の経営改善のために制度上の考
えられる解決策としては� 利用者の負担を軽減し
てサ�ビス利用量を増大させるか� あるいは� 介
護報酬単価を引き上げるかのいずれかによって�
事業者が受け取る介護報酬総額を増大させるとい

うことである� しかしながら� 言うまでもなく�
介護報酬単価を経営に見合うものへと今以上に引

き上げれば� 利用料 1割負担の原則を維持する限

り� より一層の利用者負担増となり� ますますの
利用抑制を招く恐れがある� 他方� その利用者負
担を引き下げるべく介護報酬単価を引き下げるこ

とは� 単価の引き下げを補って余りある利用増大
がない限り� 一層の経営の困難に直面することに
なる� したがって� この問題に関する限り� 利用
料 1割負担を� 無料化も視野に入れて引き下げる
ことが� 当面の制度上の解決策となろう� ただ�
実際� 平成 13年 4月 1日現在で� 全国市町村
3249のうち 19.5
にあたる 635の市町村が独

自の利用者負担の軽減措置を行っているが ��介
護保険事務調査の結果� 2001年 4月 1日現在�

11� この他に� 介護保険制度では� 保険料負担が被保険者
にとって重いものになっているという重大な問題がある

が� このことは利用料 1割負担とは別の問題である� な
お� 社会保険方式を採用したことが制度の根本的な性質
を決めていることについては� �で触れる�
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表 +* 費用負担の変化�介護負担の増減�介護サ�ビスの増減
�上段 �人� 中段 �合計に対する割合 � �� 下段 �各小計にする割合 � ��

サ�ビス 介 護 負 担

費用 増えた 変わらない 減った

増えた

増えた
-.3

1.0�
,,.*�

0-.

+-.3�
.*.*�

-+-

0.3�
+3.1�

+,30

,2..�
2+.2�

変わらない
,-

*./�
+./�

+-.

,.3�
2./�

-0

*.2�
,.-�

+3-

..,�
+,.,�

減った
3

*.,�
*.0�

.+

*.3�
,.0�

.0

+.*�
,.3�

30

,.+�
0.+�

小 計
-2+

2.-�
,..*�

2*3

+1.1�
/+.+�

-3/

2.0�
,..3�

+/2/

-..1�
+**.*�

変わらない

増えた
.+0

3.+�
+1.-�

+.,0

-+.,�
/3./�

01

+./�
,.2�

+3*3

.+.2�
13.0�

変わらない
-0

*.2�
+./�

-.-

1./�
+..-�

2

*.,�
*.-�

-21

2./�
+0.+�

減った
1

*.,�
*.-�

02

+./�
,.2�

,1

*.0�
+.+�

+*,

,.,�
..-�

小 計
./3

+*.*�
+3.+�

+2-1

.*.,�
10.0�

+*,

,.,�
..-�

,-32

/,./�
+**.*�

減った

増えた
,+-

..1�
-0..�

,/1

/.0�
.-.3�

+-

*.-�
,.,�

.2-

+*.0�
2,.0�

変わらない
+0

*..�
,.1�

.*

*.3�
0.2�

,

*.*�
*.-�

/2

+.-�
3.3�

減った
+0

*..�
,.1�

,-

*./�
-.3�

/

*.+�
*.3�

..

+.*�
1./�

小 計
,./

/..�
.+.3�

-,*

1.*�
/..1�

,*

*..�
-..�

/2/

+,.2�
+**.*�

合 計
+*2/

,-.2�
,300

0..3�
/+1

++.-�
./02

+**.*�

注 �介護保険実施前後で� 自立度�痴呆自立度が変化していない人のみの集計	
出所 �全日本民主医療機関連合会�介護実態調査推進チ�ム
全日本民医連�,***年介護実態調

査�報告
,**+年0月/日�全日本民医連ホ�ムペ�ジ	 �http�//www.min-iren.co.jp/�
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�介護保険制度の実施状況�平成 13年 5月 28日

厚生労働省全国担当課長会議資料より�� によ
る��それは�上述のサ�ビス事業者の経営状況か
ら判断して� それを十分改善させるほどの利用量
増大をもたらすような軽減策にはなっていない

と� 判断せざるをえない�
そこで� このような現状において� 事業者はど
のような対応を行い� また今後も行っていくであ
ろうか� このことについて� 福祉サ�ビス労働の
本質的性格や介護保険制度の制度原則に係わらせ

ながら� 節を改めて検討していくこととする�

�2� 福祉労働の性質
� 福祉労働と �契約� 制度
介護保険制度に至る日本の老人福祉制度の変遷

については�に譲るが� 介護保険とそれ以前の老
人福祉制度との決定的な相違は� それまでの原則

�措置� 制度から原則 �契約� 制度へと転換したこ
とにある� これは� 福祉が行政責任によるものか
ら利用者と事業者との個別契約によるものへと変

化したという理念� 概念の変化だけでなく� 確実
に� 福祉の現場に大きな転換をもたらしてい
る12��それは�一言で言えば �契約�制度の導入に
よって� 民

�

間
�

営
�

利
�

企
�

業
�

の
�

参
�

入
�

を
�

待
�

た
�

ず
�

と
�

も
�

� した
がって� 居宅サ�ビスだけでなく現時点では民間
営利企業の参入が認められていない施設サ�ビス
にも� 競争原理� 経営原理が導入されたというこ
とである� すなわち� 現在のところ施設サ�ビス
の不足から利用者が �自由� に選べる状況には程

12� 社会福祉全般にわたる �措置� 制度から �契約� 制度
への移行は� 社会福祉事業法の社会福祉法への改定に
よって既定路線となっており� この法律の全面実施は
2003年 4月となっている� なお� 社会福祉法とその問題
性については� 浅井 �2000�� 柴田 �2000� を参照�

表 ++ 利用料の負担感
�単位 �人�

とても負担 やや負担
それほど負

担ではない
負担ではない

どちらとも

いえない
合 計

N ,2,/ -/,0 -2/, +0-+ +,*. +-*-2

構成比 ,+.1	 ,1.*	 ,3./	 +,./	 3.,	 +**.*	

出所 �表 +*に同じ�

表 +, 介護保険施行後のサ�ビスの利用回数や時間が �減った� 理由
�複数回答� 単位 �人�

サ�ビスが
不足

サ�ビスが
使いにくい

自己負担が

増えた

介護度が軽

くなった

家族介護が

可能になった

支給限度額

が低い
そ の 他

N �+,1/2� 3/ +/- 2/0 +-0 1, -+, .-5

構成比 /..	 2.1	 .2.1	 1.1	 ..+	 +1.1	 ,..7	

出所 �表 +*に同じ�

表 +- サ�ビスを支給限度額まで使えていない理由
�複数回答� 単位 �人�

サ�ビス利用
の必要がない

家族で間に

合う

利用料を負担

しきれない

利 用 し た い

サ�ビスがない
必要あるが

本人拒否
そ の 他

N �+3,.2-� 1.,* /*++ ,2+2 +*-+ +2,0 ,,+1

構成比 -2.+	 ,/.1	 +../	 /.-	 3..	 ++..	

出所 �表 +*に同じ�
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遠いという矛盾を一方に抱えながらも� 他方で
は� �選ばれるための経営努力� が� 居宅サ�ビス
はもとより� 施設サ�ビスにも否応無しに求めら
れてくるのである� これは� 前節で概観したよう
な経営状況が仮に改善してきたとしても� �契約�
制度�市場原理が貫く限り継続的に求められる�
その意味で制度の本質に根ざす必然事である� 逆
に� 現在は� 民間営利�非営利ともに経営が厳し
いことが� こうした経営努力の必要性を一層強め
ているとも言える�
この場合� 一方では� 利用者に �契約� しても
らうために� 商品の使用価値的な質を改善させつ
つ� 他方で� 一定量の同質の使用価値を提供する
ための費用を他の生産者よりも低下させて利潤を

拡大するという� 資本主義的商品生産一般に見ら
れる競争が必然化する� とりわけ� 商品 ��介護
サ�ビス	 単位あたりの市場価格 ��介護報酬単
価	 が原則として固定されている条件の下では�
価格競争以外の競争によって商品販売量を増大さ

せるか� 商品単位あたりの費用 �あるいは個別生
産価格	 を低下させるかのいずれかによって� 獲
得できる利潤総量を拡大するしか� 前節で概観し
たような経営の困難な状況を打開する方法はな

い�
商品の個別生産価格を低下させる場合� 物質的
生産であれば� 単位時間あたり生産量を増大させ
るという労働生産性の上昇がまず考えられること

であるが� これは一般的に言って� 資本の有機的
構成の高度化を伴うものである� すなわち� 物質
的生産の特徴は� 協業� マニュファクチュア� 機
械制大工業という資本による生産過程の実質的包

摂の進展を通じて� 生産過程それ自体の内部にお
いて労働の投入と生産物の産出との間に一定の比

例的関係を生み出しながら� それを基盤に� 資本
が生産過程を管理�掌握していくということにあ
る� これは� 一方では� 個別の労働を単純化�平
均化していくとともに� 他方では� そうした単純
化�平均化を促すべく� 生産過程を機械に置き換
えていくことで有機的構成を高度化させ� 生産性

を一層増大させていくということにつながってい

る� 原理論的に言えば� 物質的生産においては�
単純労働�平均的労働による使用価値生産という
性質が� 社会的平均的労働を実体とする価値生産
�剰余価値生産	を支えているのであり�これを基
盤に労働生産性の増大� 個別商品の価値低下を追
求することができるのである13	�
ところが� 福祉サ�ビスは� そもそも日
の生
活全般にわたるものであり� 本来的に非物質的生
産の領域にあり� それゆえ労働集約的なものとし
て表れる14	� 言い換えれば有機的構成の高度化に
は大きな限界を伴う� 非物質的生産においては�
本来的に� 労働投入と成果の産出との間に平均
的�標準的な比例関係を確定しにくく� その労働
過程を単純化� 平均化することがそもそも困難な
のである� 言い換えれば労働過程の単純化� 平均
化を支える機械化に本来的な限界があり� それゆ
え�資本による包摂にも�形式的包摂はともかく�
とりわけ実質的なそれにおいて限界がある�
こうして� 労働過程そのものの改良に依拠した
生産性増大には本来的な限界がある福祉サ�ビス
の分野に� 競争原理を強制するところの �契約�
制度を導入したことによって� 結果として� 費用
の低下のためには� より安価な労働力� より少な
い労働力を利用するか� あるいは �労働生産性の
上昇� を追求するにしても� その多くを �現場の

13	 この点についての� 理論的な考察は拙稿 �佐藤�
2000	 を参照されたい�

14	 �福祉は労働集約的であるがゆえに採算が取りにくい�
といった議論があるが� 福祉が労働集約的であることを
含め� この議論自体は妥当である� ただし� 福祉が労働
集約的な産業として現出するのは� それが� そもそも労
働過程の細分化と機械化を困難とする非物質的生産領域

に属するからである� �労働集約的� ということで言え
ば� 繊維や電機産業なども一定程度そう言える� しかし
ながら� 同じ �労働集約的� 産業といえども� そこには�
物質的生産か非物資的生産かという本質的区別が存在し

ている� このことは� 同じ �サ�ビス産業� とはいえ�
前者に属する �運輸サ�ビス� や �ネットワ�ク構築
サ�ビス� �保守サ�ビス� と� 後者に属する �福祉サ�
ビス� とでは� その経済的な本質が全く異なるというこ
とでもある� この点については� 前掲拙稿� ならびに�
拙稿 �佐藤� 2001b	 を参照されたい�
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工夫� �職員の資質の向上�に委ねるしかないとい
う事態が生じる�たとえば�表 14は�厚生労働省
�介護労働実態調査中間報告� によるものである
が� 調査対象の労働者のうち� 非正社員と登録ヘ
ルパ�は約 4割弱を占めるが� その圧倒的な部分
が� 時間給労働者であり� 賃金は� 月収換算で 7

万円から 15万円弱にすぎない�
また� こうしたコスト削減努力と同時に� 利用
者に選ばれるために �消費者のニ�ズに合わせた
サ�ビス� �きめ細かいサ�ビス� �質の高いサ�
ビス� を提供しようとしても� これを� �安価な労
働力の利用�� �より少ない労働力の利用� という
条件下で行うには� この面でも� 必然的に �現場
の工夫� �職員の資質の向上�がその方策として求
められることになる� もとより� 現場の工夫や職
員の資質の向上は� 利用者の権利擁護の観点から
は必要不可欠であるが� 現実には� 資質の向上に
つなげるための研修の時間も� 満足にとれないの
が実態である� 同上の調査によれば� 社内研修と
社外研修の双方を行っている事業所は全体の約

75�であるが� 逆にそれらを行わない事業所の
�従業員に対する社内研修の実施や社外研修への

参加を行っていない理由�としては� �時間的な余
裕がない� が 72.2�� �費用が高額である�
25.0�� �参加させたいものがない� 13.9�� �必
要がないと考える� 8.3�� �その他� 8.3� 	複数
回答
 となっており� とりわけ時間不足が� 費用
負担以上に大きな理由となっている� 時間がない
中での研修の実施は� たとえそれが行えている場
合であっても� 労働時間や労働密度の面で大きな
負担になっていることが推測できる�
以上のような事業者の対応に加え� 現在� 検討
または実行されているのが� 具体的には� 1つは�
より �資本集約的� と言える施設サ�ビスへの民
間事業者の参入であり� 特別養護老人ホ�ムやケ
アハウスへの参入については��で触れた�また�
介護保険適用外の �上乗せ�横出し�サ�ビスも�
一面では介護保険の範囲だけでは十分な福祉サ�
ビスが提供できないことを制度自ら証明している

ようなものであるが�他面でいえば�この分野で�
介護報酬単価に縛られずに自由に介護サ�ビスが
売買されるということも意味する� こういった部
分は� 言うまでもなく� 利用限度額を超える利用
料負担 	上乗せサ�ビス
 や� 介護保険対象外の

表 +. 雇用形態別所定賃金� 就労日数� 労働時間

雇用形態別労働者数 賃金支払形態別割合	�
 平均所定賃金額 	円
 平均就労日数 	日
 平均労働時間 	時間
 月収換算 	円


労働者数 割合	�
 月給 日給 時間給 月給 日給 時間給 月給 日給 時間給 月給 日給 時間給 日給 時間給

全 体 -3,,0+ +** 1*.3 ..2 ,..- ,,.,1,0 2,+2- +,,*- ,+ +2 +0 1.2 1.. /., +.1,,3. +**,*3*

正 社 員 ,.,,21 0+.3 32./ *./ +.* ,,1,300 2,,0. +,+./ ,+ ,+ +3 1.2 1.1 /.2 +1-,/.. +,0,+13

非正社員 +*,+32 ,0.* +1.+ +0.0 00.- +1.,.20 2,,-/ +,+-+ +3 +1 +1 1.3 1./ /.2 +-3,33/ +++,/+1

常勤労働者 .,-12 ++., -*.* ,-.. .0.0 +1*,.2. 1,*02 +,*,+ ,* ,* ,* 1.7 1.3 1., +.+,-0* +.1,*,.

短時間労働者 ,,0*2 0.0 -.2 3.1 21.. +00,-.3 1,,*1 +,*,, +0 +. +1 0.+ 0.1 /./ +**,232 3/,//1

非常勤労働者 -,,+, 2., 1.0 +,.- 2*.+ ,*,,313 +,,--0 +,-,3 ++ +* +. /., 1.+ ..2 +,-,-0* 23,-*3

登録ヘルパ� -,33- +*., *.. -.* 30.0 +10,+** 1,-2/ +,-/- +1 +1 +. /.1 /./ -.2 +,/,/./ 1+,32*

無 回 答 12- ,.*

注 � 常勤労働者は� 週所定労働時間が -*時間以上の労働者� 短時間労働者は� 同 ,*時間以上 -*時間未満の労働

者� 非常勤労働者は同 ,*時間未満の労働者� 平均就労日数は +ケ月あたり� 平均労働時間は +日あたりの数値

をしめしている�
月収換算は� 平均所定賃金
平均就労日数 	日給制
� または� 平均所定賃金
平均労働時間
平均就労日数
	時間給制
 によって求めた�

出所 �厚生労働省 �介護労働実態調査中間報告� ,**+年1月-+日� 厚生労働省ホ�ムペ�ジ 	http�//www.mhlw.

go.jp/houdou/*+*1/h*1-+-/.html
 より作成�
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付加的なサ�ビス利用料負担 �横出しサ�ビス�
に耐えうる利用者と� それを提供しうる事業者と
の間の文字通り自由な商品売買であり� こういっ
た分野での事業展開が� とりわけ民間企業の経営
改善に寄与することは� 十分に予想できることで
ある�
� 福祉労働と介護報酬制度

ところで� 介護保険制度は� 制度の仕組みそれ
自体が� 福祉労働が非物質的生産であるがゆえに
持つ限界を� すなわち労働過程の細分化�定形
化�平均化が本来的に困難であるという限界を�
過程の外から言わば強制的に打開させようとする

性質を備えている�
介護保険制度では� 各サ�ビス毎に費用額の算
定基準となる単位数が決められており� これに 1

単位あたりの単価を乗じて費用が算定される� た
とえば� 身体介護では� 所要時間 30分未満の場

合で 210単位� 30分以上 1時間未満の場合 402

単位� 指定訪問看護ステ�ションの行う訪問看護
では� 30分未満なら 425単位� 30分以上 1時間

未満で 830単位といった具合である ��指定居宅
サ�ビスに要する費用の額の算定に関する基準�
厚生省告示第 19号� 平成 12年 2月 10日�� こ
れに 1単位の標準的な単価 10円を掛ければ ��厚
生労働大臣が定める 1単位の単価� 厚生省告示第
22号� 平成 12年 2月 10日�� それぞれ� 訪問介
護で順に 2,100円� 4,020円� 訪問看護で 4,250

円� 8�300円といったように決まる� この場合�
なかでも訪問介護� 訪問看護については 30分毎

に単位が決められており� 介護報酬もその 30分

を単位に支払われることになる�
同時に� 利用者の側にも� 要介護度に応じて利
用限度額 �単位� が決められており� この範囲内
で各サ�ビス毎の単位を勘案して利用量が決めら
れることになる� たとえば� �要介護度 1� と認定
された場合� 訪問介護� 訪問看護などの �通所
サ�ビス区分� の居宅介護サ�ビスの支給限度基
準額は� 1月あたり 16,580単位である ��居宅介
護サ�ビス費区分支給限度基準額及び居宅支援

サ�ビス費区分支給限度基準額� 厚生省告示第
33号�平成 12年 2月 10日��仮に� 30分未満の

身体介護なら 1月に 78回程度 �1日 2.5回程

度�� 同じ時間の訪問看護なら 39回程度となる

�1日 1回程度��
こうして� サ�ビス毎の単位数に基づく介護報
酬の決定と要介護認定制度に基づく利用限度単位

数の決定というシステムによって� 本来は生活全
般にわたるはずの介護サ�ビスの労働過程が� 時
間を基準に個	バラバラな部分に細分化され� そ
の個	の部分の単純化�平均化が強制される� 介
護報酬が 30分という時間単位で支払われる限

り� どの労働者も� その区切られた時間内で行え
るサ�ビスだけを提供せざるを得なくなるからで
ある15�� これを� 現場の介護労働者が忠実に遂行
すれば� サ�ビスが余裕のないものとなり16�� 他
方� 介護労働者がこれまでとおり� 利用者のその
日その日の実情に合わせた臨機応変の質の高い

サ�ビスを行えば� その部分を介護報酬ではカ
バ�できずに事業者の経営が悪化するか� あるい
は介護労働者の �ボランティア� に頼らざるをえ
ないかという� 二律背反的な事態をもたらす� 介
護保険制度スタ�ト時に生じた� 利用者がより高

15� また� 介護報酬の決定と要介護認定制度の仕組みは�
介護保険で目指されている �福祉�保健�医療の総合化�
と合わさったとき� きわめて重大な問題を抱えることに
なる� それは� �保健�医療� に属する訪問看護などの利
用回数までもが� 要介護認定と利用限度額によって制限
されるということである� 利用限度額との兼ね合いで�
たとえば� 単価の高い訪問看護を減らし� その代わりに
単価の安い訪問介護の回数を増やすといったような利用

者側での �対応� は� 医療行為を行える看護職員の訪問
を� それの行えないホ�ムヘルパ�の訪問で代替すると
いうことであって� これは� 生存権どころか� その基礎
にある生命そのものにまで関わる重大事である�

16� �介護保険のもとでのホ�ムヘルプサ�ビスは� これま
での滞在型を主流とし� コミュニケ�ションを中心とす
る総合的な生活援助サ�ビスから� こま切れ型の商品
的�機械的なサ�ビスへと変質している�� �伊藤周平�
2000� 148ペ�ジ�� �介護保険のもとでは� 福祉労働者
の自主性は失われ� 福祉労働の中身も人間的な触れ合い
から機械的で� 無内容なものに変質し� マニュアル化と
定形化が進んでいる�� �同� 149ペ�ジ��
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い自己負担を敬遠して家事援助サ�ビスを利用し
ながらも� 現場では利用者の実情に応じて報酬の
範囲外の身体介護に近いサ�ビスを提供せざる得
なかったという問題は� まさにこのことの現れで
ある�
こうした単純化� 定型化� 平均化を促す制度�
政策は� しかしながら� 一方では� サ�ビス量に
応じた料金体系を確立することによって� 福祉へ
の財政負担を節約させると共に� 他方では� 必然
的に効率的なサ�ビス事業者を創出するという意
味では� かえって �効率的な� 経営を行う資本に
はその参入を容易にさせ� また競争を有利にさせ
るという側面を合わせ持つことになる� サ�ビス
を個�バラバラの単位に細分することは� 利用者
一人あたりの介護労働投入を減らすことを後押し

するが� これは� より少ない介護労働者でより多
くの利用者へサ�ビス提供を行うということであ
り� 形を変えた労働生産性の増大である17�� 実際�
売り上げ規模の大きい介護企業のほうが� ヘル
パ�の空き時間を少なくしたり� 事務作業を効率
化したりといった方法を用いることで� 売り上げ
の小さい企業よりも採算割れが少なくなっている

という 	
日経産業新聞� 2001年 7月 4日付��
以上のように� �契約� 制度の導入と �要介護認

定� および �介護報酬� のシステムは� 採算確保
のために介護労働者の労働条件を低位に抑えなが

ら� 時間で区切られた労働過程を基盤にして� よ
り少ない労働者がより多くの利用者へのサ�ビス
を提供するという事態を招いている� 仮に� 老人
福祉の分野が新たな �サ�ビス産業� として拡大
したとしても� それは �雇用の受け皿� とは言い
がたく� 単なる不安定就労を抱えるだけというこ
とは十分に予想され� このことは� 飯盛氏も指摘
する通りである 	飯盛� 2001a�� また� こうした
低い労働条件は� 結局は利用者にとってのサ�ビ
ス低下となって現れるか� 事業者間の競争圧力の

下でこうしたサ�ビス低下を防ごうとすれば� そ
れは現場労働者への一層の負担増大となって表れ

てこよう�
今や� 物質的生産ではなく� これまで �非採算
部門� として資本の活動に馴染まなかった福祉と
いう非物質的生産の領域で� 国家の政策が労働過
程の平均化�標準化を促し� また市場化を促すこ
とによって� 福祉の �サ�ビス産業化� を本質と
する �公共サ�ビスの拡大� が進んでいるのであ
る� �規制緩和� の下で� この流れは一層強まるも
のと思われる�

� 老人福祉の変遷と介護保険の歴史的位置

�1� 老人福祉制度の変遷
介護保険制度とそれと並行して進められている

一連の規制緩和を背景にした老人福祉サ�ビスへ
の民間企業参入の実態� および� それがもつ意味
を明らかにしてきたので� 本章では� この動きを
日本の老人福祉制度の歴史的変遷に位置づけ� ま
た社会保障の理念に照らしあわせて� 検討してお
きたい�
そこで� 老人福祉法以来の老人福祉の変遷を�

その理念� 制度および財源 	費用負担の方法� の
変化を軸に� 概観しておく18��

1963年に公布� 施行された老人福祉法は� ま
ず� 第 2条 �基本的理念� として� �老人は� 多年
にわたり社会の進展に寄与してきた者として� か
つ� 豊富な知識と経験を有する者として敬愛され
るとともに� 生きがいを持てる健全で安らかな生
活を保障されるものとする�とされ� �健全で安ら
かな生活の保障� が明確に規定されている� 加え
て�第 4条において� �老人福祉推進の責務� の最
初に� �国及び地方公共団体は�老人の福祉を増進
する責務を有する� と述べている�

17� このことは� 既にケアマネ�ジャ�が極めて多くの利
用者を対象にせざるを得ないといった形でも� 現れてい
る�

18� 本節における老人福祉制度の歴史的概説は� とりわけ�
工藤恒夫氏の一連の社会保障に関する研究 	工藤� 1995

a, b, c, 1997, 2000� から汲み取った内容を� 私なりに老
人福祉の分野に敷衍しようとした面が強い� もちろん�
予想される誤謬は� すべて私の責任に帰するものである�

�公共サ�ビス� の拡大と老人福祉 	佐藤�

�����



資本主義の発展と社会運動の末に到達した社会

保障の特徴が� 国家の責任による最低生活の保
障� 国家の政策としての生存権保障にあるとすれ
ば� ここでの老人福祉の �基本的理念� と �責務�
は� 基本的に� そういった社会保障の考え方に合
致していると言える� したがって� 老人福祉法の
制定は� 社会保障制度の歴史的発達の延長に位置
づけることのできる� 極めて重要な施策であった
と言える� そして� 国家責任 �社会責任� の明確
化という理念を具体化するものとして� 老人福祉
法下での制度は� 既述のように行政責任を明確に
した �措置� 制度によっている� 同時に� その財
源 �費用負担� も� 公的責任が明らかな公費負担
を原則とし� 自己負担は� 例えば特別養護老人
ホ�ムや養護老人ホ�ムといった �措置� 対象の
施設については� 入所者およびその扶養義務者の
応能負担を原則としている� 老人福祉法において
は� 理念� 制度� 費用負担の各面において� 国家
および地方公共団体の社会責任� 公的責任が明確
であったと言える�
このような� 資本主義の社会保障制度の理念に
合致する老人福祉の理念は� 1973年の老人医療

費支給制度 �いわゆる老人医療費の本人負担の無
料化� において� 高齢者本人の医療費を公費で負
担するという形で一層強められたと言えるが� そ
の転機は� それからわずか 10年後の 1983年に

施行された老人保健法において訪れる� 老人保健
法では� �基本的理念�第 2条第 1項において �国
民は� 自助と連帯の精神に基づき� 自ら加齢に
伴って生ずる心身の変化を自覚して常に健康の保

持増進に努めるとともに� 老人の医療に要する費
用を公平に負担するものとする� と明記された�
たしかに� 第 3条には �国の責務� も書かれては
いるが� 老人福祉 �老人保健19�� の分野に� �自助
と連帯��つまり�社会責任の反対物である自己責
任が明記されたことが� 重大な画期をなす� 費用

についても� �国民が��� 公平に負担� という表
現で� 高齢者医療を� 新たに各医療保険者の老人
保健拠出金を中心にして賄う制度となった� 同時
に� この �公平� の中には� 高齢者自身の �公平�
な負担も含まれているのであって� 高齢者医療に
再び自己負担が導入されただけでなく� その自己
負担は現在に至るまで拡大し続けている� 2001

年からは� 介護保険制度での �1割負担� に呼応
するかのように� これまでの定額負担ではなく応
益負担が導入された� 応益負担とは� 購入する商
品 �サ�ビス� の量に応じた貨幣支払いというこ
とであって� 商品の等価交換の原則� 自助の原則
を意味するものである�
そして� �自助と連帯� の理念は� 2000年 4月

から施行された介護保険法20�でも踏襲されるだけ

でなく� 介護保険制度は� 制度それ自体が� これ
までの老人福祉法� 老人保健法以上に� �自助� を
貫くものとなっている� つまり� �この法律は�
��� 国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制
度を設け� その行う保険給付等に関して必要な事
項を定め� もって国民の保健医療の向上および福
祉の増進を図ることを目的とする� �第 1条� と
して� �国民の共同連帯�をまず第一にうたうとと
もに� 第 4条 �国民の努力及び義務� の第 2項で

は� �国民は� 共同連帯の理念に基づき� 介護保険
事業に要する費用を公平に負担するものとする�
と述べられている�
この場合� �国民の共同連帯� とは� 国家責任や

社会責任ではなく� 自助の延長� いわばかつての
労働者の自主共済の制度を貫いていた �自助の集
団的形態� に極めて近いものでしかないことは�
今回の介護保険制度が� なによりも� あえて社会
保険制度に基づく制度として発足し� 公的責任の
明確な租税方式に基づく介護保

�

障
�

制度として発足

19� �老人の心身の健康の保持に関する措置については� こ
の法律の定めるもののほか� 老人保健法の定めるところ
による�� �老人福祉法第 10条第 1項��

20� �身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営む
のに支障がある老人の介護等に関する措置については�
この法律に定めるもののほか� 介護保険法の定めるとこ
ろによる�� �老人福祉法第 10条第 2項��
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しなかったことによって� 明らかである�
もちろん� 社会保険制度とは� 歴史的には� �自

助の集団的形態� である労働者の自主共済 �私的
保険� に� 自助原則の反対物である社会責任 �社
会的扶養� を接合させたものであり� 社会福祉の
歴史上きわめて重要な進歩的内容をもつ� しかし
ながら� そもそも今回� これまで措置として行わ
れていた老人福祉を� わざわざ保険原理によるも
のに転換したところに� 自助の一層の貫徹という
本質を見なければならない� なぜなら� 社会保険
といえども保険原理を採用する限り� それは� 保
険料納付という義務を果たした場合に給付の権利

を得られるという �権利と義務の双務関係��すな
わち� 商品経済における貨幣の支出に基づく商品
の取得という双務関係と同軸にあるのであって�
この関係こそ� まさに生活における自己責任原則
�自助を意味するからである�
同時に� 介護保険制度は� 先述のように� 措置
から契約への一大転換を図るものである� これ
は� 福祉サ�ビスの利用について� 利用者と事業
者との個別の自由契約に委ねるということであ

り� 行政責任を廃するだけでなく� �1割負担� と
いう応益原則にもとづく利用料負担に耐えうる者

だけが� あるいはその範囲内でのみ� サ�ビス利
用の契約が可能になるということで� ここにも商
品の売買関係そのものが入りこんでいるのであ

る�
こうして� 介護保険制度に到り� その理念 �国
民の共同連帯�� 制度 �契約制度� 社会保険方式��
財源 �社会保険料拠出および 1割応益負担� のい
ずれの面においても� 自助の原則が極めて強く貫
徹することになったと言わざるをえない�

�2� 社会保障の理念と老人福祉制度
こうした日本の老人福祉制度の変遷を� 社会保
障の発達史に照らせば� 後者が自助の縮小	社会
責任の拡大であったのに対し� 前者は自助の拡
大	社会責任の縮小の歴史である� 社会保障制度
の発達は� 資本主義の初期から産業資本主義段階

においては� 貧困を個人の責任に帰する救貧法
と� それへの対応として� 熟練労働者を中心とし
た自主共済が展開したのであるが� これは商品交
換 �資本主義的経済システム� の原則である自己
責任が貫く制度であった� 独占資本主義段階への
移行にともない� 自主共済が機能しなくなったこ
とによって社会保険制度が確立し� ここに初めて
自助の反対物である社会的扶養 �社会責任� が接
合される� すなわち� 国家による強制保険という
側面と� 同時に� 拠出を被保険者本人だけでなく
使用者 �資本家� が行うということであり� その
意味で �社会� の責任が導入された� しかしなが
ら� こうした社会保険も� あくまでも被保険者の
拠出を前提条件とした給付という双務関係を基礎

に置く限り� 拠出の不可能はそのまま生活の困難
を意味する� ここに� 国家責任による生存権の直
接的な保障を目的とする社会保障が確立する�
これに対して日本の老人福祉の変遷は� 社会責
任による生活保障が明記され� 制度としても行政
責任が明らかな措置制度と公費負担を原則とする

老人福祉法から� 老人保健法で自助と連帯が明記
されるに至り� 公費を原則とする制度から保険者
拠出金を原則とし� 自己負担の導入	拡大という
形を伴って� 自助が拡大してきた� さらに� 介護
保険法では� 措置制度を事実上放棄し� 利用者の
経済力に左右されるという意味でこれまででもっ

とも自己責任が貫徹する契約制度が老人福祉に導

入され� 同時に� 高齢者自身までもが拠出する保
険制度が導入されるに至った�
以上のように� 老人福祉への介護保険制度の導
入とは� 自助� すなわち自由契約� 商品の等価交
換関係の導入がその本質であるとすれば� ここに
資本による商品生産 �サ�ビス提供� が参入して
くることは極めて自然なことであり� これによ
り�競争原理が働き�福祉の市場化が進むことは�
必然的である� これまでの福祉を �慈善� �恩恵�
としか見ず� 利用者と事業者との �対等な契約�
によって� 初めて �利用者の権利� が確立される
とする考え方における �権利� とは� 貨幣支払い
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という �義務� を果たした者だけが商品取得の
�権利� を得ることができるという意味での商品
交換における �権利� でしかないのであって� そ
れは� 社会保障で確立された社会権的権利とは言
えないのである�
すでに触れたように� 厚生労働省は� 営利企業
による特別養護老人ホ�ムへの参入も視野に入れ
つつ� 特別養護老人ホ�ムの個室化によって �よ
り良いサ�ビス� の提供を事業者に促すととも
に� それに伴う �ホテルコスト� の自己負担化と
いう方法で� 参入した企業の採算を確保していく
ような方策を� 検討し始めている� これは� これ
までの 2倍程度の自己負担になるとも言われて

おり� 貨幣を有するものだけがサ�ビス利用の権
利を得られるという関係が一層強められていくで

あろう�

� むすびにかえて

以上� 近年の �公共サ�ビス� の拡大を� 老人
福祉事業をとりあげて� 介護保険制度とそれと同
軸にある規制緩和路線という背景とともに考察

し� その問題を明らかにしてきた� これは� 福祉
の利用者や労働者に与える影響や福祉労働が持つ

本質的性格� あるいは� 社会保障の発達史に照ら
しても� 大きな問題をかかえていると言わざるを
えない� とりわけもはや �公共� とは言えないほ
ど� 制度の上でも ��契約� 制度� �保険� 主義��
経営主体の上でも �株式会社の参入��市場原理が
貫徹し� また �経営� �営利� という利潤原理が強
まっている�
最後に� こうした �福祉の民営化� �規制緩和�
�小さな政府�という流れを�現代資本主義論とし
て把握し直した場合� それを資本主義の新しい段
階と見るべきであるかどうか� という点について
私見を述べて� 本稿のまとめにかえたい�
現代の資本主義� とりわけ第二次世界大戦後の
資本主義を把握するタ�ムである �福祉国家�を�
ここでは大まかに� ベヴァリッジ流の社会保障政
策とそれを支えるケインズ政策と捉えれば� 上の

ような 1980年代以降の現在まで続く流れは福祉

国家の後退であり� 政府の社会保障に対する責任
を縮小する方向であると言える� すなわち� 新自
由主義国家への転換である� こうした面が進行し
ていることを把握することは� 極めて重要であ
り� 本稿の力点もそこに置かれた�
しかしながら� 同時に� 現代を国家独占資本主
義という視角から見た場合� これを仮に� 独占資
本の運動に適合的な政策を国家が行うものと捉え

れば� 様相は変わってくることも� 確認しておか
なければならない� すなわち� たとえ政府がその
役割を縮小していくとはいえ� 資本が福祉分野に
参入するための制度や法令体系を整備し� また価
格設定や補助金を通じてその活動領域を保障して

いくということは� まさに国家独占資本主義的な
政策体系である�
こうした福祉のような分野は� �で見たよう

に� その技術的特性から資本が実質的に労働過程
を包摂することには本来的な困難を有している�
それにもかかわらず� さまざまな制度体系を国家
が整備することによって資本の参入 �形式的包
摂� とその実質的包摂までも促進しているのであ
る� 具体的には� 民間営利企業でも労働過程を包
摂しやすくするような労働過程の細分化�介護保
険制度における単位制度� 報酬制度を通じた介護
労働の細分化� 社会的平均化の促進� 介護サ�ビ
ス商品の販売によって利益が確保できるような介

護報酬単価の見直しなどであった� また� 国家の
政策による安価な労働力の創出も� こういった福
祉の �サ�ビス産業化� に貢献していると言えよ
う� たとえば� 前出の表 6-1に見られるように�
ホ�ムヘルパ�養成研修の �簡素化� とは� それ
だけ低コストで養成が可能になるということで

あって� これは� 安価な労働力を制度的に創出す
るものである21��
さらに� 施設建設負担を軽減するための PFIの

利用は� 一方では� 在宅サ�ビスだけでなく施設

21� �ホ�ムヘルプサ�ビスの入門課程として位置付けられ
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サ�ビスにも資本を参入させると同時に� 施設建
設の負担を国家によって軽減し� 補助金をも投入
して� 一層の利益確保を保障するという意味があ
る� 農業資本が� 自ら生産手段としての土地を所
有するよりも� 地主による土地所有を維持したま
ま利潤から地代を支払う方が効率的であったとい

う近代的土地所有に基づく資本主義的農業になぞ

らえることが許されるならば� ここでは介護サ�
ビスの �生産� 手段としての土地�建物を� 一個
人としての地主ではなく市町村など公的セクタ�
が所有したまま� それを用いて資本が活動を行
い� 利潤の一部を �賃貸料� という形で公的セク
タ�へ支払うという構図である� まさに� 資本の
運動のために国家が自ら介入するという国家独占

資本主義の新たな展開であると言える�
しかも� こうした国家政策としての福祉の

�サ�ビス産業化� は� 政府なりの �福祉の拡充�
と同時に� 既出の �サ�ビス部門における雇用拡
大を戦略とする経済の活性化に関する専門調査会

緊急報告� に見られるように� 国家独占資本主義
の �柱�22	 の 1つである雇用政策の手段としても

用いられている�このことは�これらの諸政策が�
かつてのベヴァリッジ流社会保障とケインズ的有

効需要政策からは形態を変化させてはいるもの

の� 国家独占資本主義の新たな政策であるという
ことを� 意味している�


県立新潟女子短期大学専任講師	
参考文献

浅井春夫 �検証�成立した社会福祉法� �賃金と社会保

障� 旬報社� 第 1277�78号� 2000年 7月合併号�

飯盛信男 �経済再生とサ�ビス産業� 九州大学出版会�

2001年 
a	�

飯盛信男 �サ�ビス論争の新たな段階��斎藤重雄編

�現代サ�ビス経済論� によせて��� �佐賀大学経済

論集� 第 34号第 2号� 2001年 7月 
b	�

伊藤周平 �検証 介護保険� 青木書店� 2000年�

貝塚亨 �日本におけるサ�ビス経済の展開� 斎藤重雄編

�現代サ�ビス経済論� 創風社� 2001年�

北原勇�鶴田満彦�本間要一郎編 �資本論体系 10 現

代資本主義� 有斐閣� 2001年�

工藤恒夫 �日本の社会保障プラン��1950年 �勧告�

の�基本的考え方���� 中央大学 �経済学論纂� 第

35巻第 5�6合併号� 1995年 2月 
a	�

工藤恒夫 ��社会保障における社会保険� とは何か� �賃

金と社会保障�労働旬報社�第 1154号� 1995年 5月

下旬号 
b	�

工藤恒夫 �社会保障の財源問題に関する一考察��財源

調達とその配分のあり方について��� 中央大学� 前

掲誌� 第 36号第 4号� 1995年 10月 
c	�

工藤恒夫 �社会保障の政策目的としての “生存権 ”保障

��その基本的性格と内容をめぐって���中央大学

経済研究所編 �社会保障と生活最低限� 中央大学出版

部� 1997年�

工藤恒夫 �社会保険から社会保障へ��政策展開の歴史

的背景���中央大学� 前掲誌� 第 40号第 5�6合併

号� 2000年 3月�

佐藤拓也 �サ�ビス労働の価値形成性� 大石雄爾編 �労

働価値論の挑戦� 大月書店� 2000年�

佐藤拓也 �サ�ビス経済論の系譜�斎藤重雄編�前掲書�


a	�

佐藤拓也 �サ�ビス経済化と経済成長の基礎視角� 斎藤

重雄編� 前掲書� 
b	�

芝田英明 �福祉の市場化と社会福祉における公的責任再

考��社会福祉法の成立を機に��� �賃金と社会保

障� 旬報社� 第 1284号� 2000年 10月下旬号 .

柴田義彦 �日本の社会保障� 新日本出版社� 1998年 .

鈴木明 �介護保険の問題点�政治経済研究所 �政経研究�

第 69号� 1997年 11月�

横山寿一 �福祉型の地域社会をどう築いていくか� �経

済� 新日本出版社� 1999年 3月号�

�規制改革委員会議事概要� 第 21回� 2001年 2月 20

日開催� 第 23回� 2001年 3月 21日開催� 首相官邸

ている �3級課程� に限って� 研修時間 
現行 50時間	
を大幅に短縮化し� 資格を取りやすくして� ホ�ムヘル
パ�数を増加させる� 
経団連 新産業�新事業委員会 企

画部会報告書 �医療�福祉分野の市場創造�拡大へ向け
て� 2000年 1月 25日	 という表現にその意図が見て取
れる�

22	 北原�鶴田�本間 
2001	� 20ペ�ジ� 198ペ�ジ�

�公共サ�ビス� の拡大と老人福祉 
佐藤	


���




ホ�ムペ�ジ� �http:// www.kantei.go.jp/ jp/ gyo-

kaku- suishin/ �

経済財政諮問会議 �サ�ビス部門における雇用拡大を戦

略とする経済の活性化に関する専門調査会緊急報告�

2001年 5月 11日� 内閣府ホ�ムペ�ジ . �http://

www5.cao.go.jp/ shimon/ 2001/ 0511koyou- hou-

koku.html�

経済団体連合会 �社会保障制度改革の必要性と高齢者介

護に関するわれわれの考え方� 1996年 10月 15日�

経団連ホ�ムペ�ジ� �http:// www.keidanren.or.jp

/ japanese/ policy/ pol099/ pol099s.html�

経済団体連合会 新産業�新事業委員会 企画部会報告書

	医療�福祉分野の市場創造�拡大へ向けて
 2000

年 1月 25日� 経団連ホ�ムペ�ジ� �http:// www.

keidanren.or.jp/ japanese/ policy/ 2000/ 002/ index.

html�

経済団体連合会 �新たな規制改革推進 3か年計画の策

定に望む� 2001年 2月 16日� 経団連ホ�ムペ�ジ�

�http: / / www. keidanren. or. jp / japanese / policy /

2001/ 008/ index.html�

厚生省 �平成 8年健康�福祉関連サ�ビス産業統計調

査� 厚生労働省ホ�ムペ�ジ� �http:// www1.mhlw.

go.jp/ toukei/ kenkou97/ index.html�

厚生省大臣官房統計情報部保健社会統計課 	平成 11年

訪問看護統計調査の概況
 厚生統計協会 �厚生の指

標� 第 47巻第 8号� 2000年 8月�

厚生労働省 �老人訪問看護�訪問看護報告 �平成 12年

3月分概数�� 厚生労働省ホ�ムペ�ジ� �http: / /

www 1. mhlw. go. jp / toukei / r-kango / rk 1203 � 8.

html�

厚生省 �厚生白書� 2000年 �平成 12年� 版�

厚生労働省老人保健福祉局 	全国厚生労働関係部局長会

議資料
 2000年 12月 24日� 厚生労働省ホ�ムペ�

ジ� �http:// www.mhlw.go.jpopics/ 0101/ bukyoku

/ rouken/ tp0119-1.html�

厚生労働省 	介護保険制度の実施状況��平成 13年 5

月 28日 厚生労働省全国担当課長会議資料より

��
 �賃金と社会保障� No.1302� 2001年 7月下旬

号� 旬報社� 所収�

厚生労働省 �介護労働実態調査中間報告� 2001年 7月

31日� 厚生労働省ホ�ムペ�ジ� �http: / / www.

mhlw.go.jp/ houdou/ 0107/ h0731-5.html�

厚生労働省 	全国介護保険担当課長会議資料
 2001年

9月 28日� 厚生省ホ�ムペ�ジ� �http: / / www.

mhlw. go. jp / topics / kaigo / kaigi / 010928 / index.

html�

全日本民主医療機関連合会�介護実態調査推進チ�ム

�全日本民医連 	2000年介護実態調査
 報告� 2001

年 6月 5日� 全日本民医連ホ�ムペ�ジ� �http://

www.min-iren.co.jp/ �

総合規制改革会議 �重点 6分野に関する中間とりまと

め� 2001年 7月 24日� 内閣府ホ�ムペ�ジ� �http:

/ / www8.cao.go.jp / kisei / siryo / 010724 / honbun.

html�

総務庁統計局 �平成 11年サ�ビス業基本調査� 総務省

ホ�ムペ�ジ� �http:// www.stat.go.jp/ data/ serv-

ice/ index.htm�

新潟県社会福祉協議会 	市町村社協における平成 12年

度介護保険事業の経営状況
社会福祉法人新潟県社会

福祉協議会 �福祉にいがた� 第 586号� 2001年 6月

号�

日本経済新聞社 	介護事業調査
 2000年 10月 ��日本

経済新聞� 2000年 11月 20日付� �賃金と社会保障�

No. 1287, 2001年 12月号所収�� 同 2001年 5�6月

�同 2001年 7月 2� 4� 5日付�及び� �日経産業新聞�

2001年 7月 2�5日付��

日本労働研究機構 �訪問介護サ�ビス事業の現状��

	訪問介護サ�ビス事業状況調査
結果中間報告���

2001年 10月� 日本労働研究機構ホ�ムペ�ジ�

�http:// www.jil.go.jp/mm/ siryo/ 20011019.html�

経済科学研究所 紀要 第 32号 �2002�

�����


